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男女共同参画の視点からの取組
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１月１日   被災自治体に対し、「女性の視点からの防災・復興ガイドライン」に
基づく取組を進めるよう要請。

１月５日   男女共同参画局職員を現地災害対策本部に派遣
・避難所に支援に入る国、県・市町、自衛隊、警察、民間団体に

  女性の視点からの「避難所チェックシート」の周知・活用を依頼
  ・石川県と連携し、女性の視点に立った１.5次避難所開設・運営への支援

     ・防犯ブザーをプッシュ型支援として4,200個市町に配布するなど   
避難所における性暴力・DV被害防止のための取組を実施

１月１７日 各都道府県に対し、石川県作成の性暴力・ＤＶ防止啓発ポスターや、
避難所チェックシートの活用を応援職員等に周知するよう依頼。

１月２９日 各都道府県に対し、広域避難先においても被災者が性暴力・DVに
関して相談できるよう配慮するとともに、相談窓口の周知を依頼。

～３月末 石川県に対し、「応急仮設住宅・復興住宅チェックシート」につい
て、市町への周知・活用の依頼。

４月以降 定期的に男女局職員を短期間派遣し（直近では４月１７日）、
市町の避難所を巡回して女性の支援ニーズ等への対応状況を確認する
ほか、石川県の関係部局と密に情報共有し、ニーズに応じて支援予定。



男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン p.57-58

避難所チェックシート 石川県作成ポスター

https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/pdf/guidelene_07.pdf
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加藤大臣 被災地視察
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加藤大臣 被災地視察



○ 被災自治体に対し、「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」（以下「ガイドライン」という）に基づく取組を進
めるよう通知を発出。（１月１日）

○ 内閣府男女共同参画局職員を現地災害対策本部に派遣。（１月５日～計12名、うち7人が女性（58.3％））

今後の取組
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（現地での主な活動内容）
・ 避難所に支援に入る国、県・市町、自衛隊、警察、民間団体に女性の視点からの「避難所チェックシート」の周知・活
用を依頼。

・ 石川県と連携し、女性の視点を反映した１.5次避難所の開設・運営を支援。
‣女性用トイレへの生理用品設置  ‣性暴力・DV防止カードの設置
‣女性用休養スペースの設置        ‣キッズスペース、授乳室の設置 など

・ 防犯ブザーをプッシュ型支援として4,200個市町に配布するなど 避難所における性暴力、DV被害防止のための取組を
実施。

・ 週末を中心に避難所を訪問し、ガイドラインに基づく取組が行われているかを確認。

今回の災害対応にお
いて、再認識した課題 避難所の運営・管理や避難生活の環境改善に女性の視点に立った取組がなされていない例も見受けられた。

○ 各自治体で、女性の視点に立ってガイドラインを実効的に機能させ
る取組を行うことが不可欠。そのためには、平常時からの取組が重要
であるが、十分ではなかった可能性がある。

○ 被災者の多様なニーズに適切に対応するためには、意思決定の場
や災害対応の現場に女性が参画することが重要だが、防災分野の
意思決定過程や災害対応の現場における女性の参画割合は低い
状況にある。

※地方防災会議における女性委員比率（平均） 都道府県防災会議：21.8% 市区町村防災会議：10.8%
自治体の防災担当部局における女性職員比率（平均） 都道府県：12.8% 市区町村：12.2% （いずれも2023年4月1日時点）

※第５次男女共同参画基本計画において地方防災会議の委員に占める女性の割合を30％とすることを目標として掲げている。
また、ガイドラインにおいて、防災担当部局の職員の男女比率を少なくとも庁内全体の職員の男女比率に近づけるよう地方自治体に求めている。

○ 自治体職員など、避難所運営に関わった者を対象に、今
回の災害対応について、調査を行う予定。

○ 平常時からあらゆる防災・復興施策に女性の視点を反映
するよう周知する。

○ 防災分野の意思決定過程や災害対応の現場における女性
の参画を促すため、地方防災会議や防災担当部局に積極
的に女性を登用している自治体の好事例の収集・展開や、
自治体職員を対象とした研修等を行う。

課題の要因 課題への対応
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